
ｺｰﾄﾞ番号 市町村類型 Ⅰ－0

都道府県名 兵 庫 県 ふりがな 29年度交付税 種地 決算額 構成比 経常一般財源 Ｋの構成比 決算額 構成比 一般財源等 経常一般 経常収支比率

市町村名 種 地 区 分 Ⅰ－１ 千円 ％ Ｋ　　 千円 ％ 千円 ％ 千円 財     源 ％

人口密度 人口集中 5,799,644 21.1 5,799,644 36.6 3,677,469 13.6 3,286,824 3,070,371 18.5

27国調 地区人口 第1次 第2次 第3次 289,505 1.1 289,505 1.8 2,298,923 8.5 1,973,884 1,973,884 11.9

46,912 人 k㎡ 人  27年　　人 人 人 人 10,683 0.0 10,683 0.1 3,586,604 13.3 1,319,016 1,318,507 7.9

49,834 人 27年 6,016 5,673 13,214 38,423 0.1 38,423 0.2 4,273,752 15.8 4,137,173 3,635,143 21.9

国 52,283 人 － 就 ％ ％ ％ 38,762 0.1 38,762 0.2 4,273,752 15.8 4,137,173 3,635,143 21.9

54,979 人 国調 23.7 22.3 52.0 782,496 2.8 782,496 4.9 0 0.0 0 0 0.0

56,664 人 業 - - - - 11,537,825 42.7 8,743,013 8,024,021 48.2

調 △ 5.9 ％  22年　　人 人 人 人 - - - - 3,768,424 13.9 2,640,893 2,266,474 13.6

△ 4.7 ％ 人 22年 6,802 6,468 13,444 106,165 0.4 106,165 0.7 208,164 0.8 140,770 140,734 0.8

△ 4.9 ％ － ％ ％ ％ 17,707 0.1 17,707 0.1 4,581,745 17.0 3,946,904 3,251,751 19.5

48,139 人 口 国調 25.5 24.2 50.3 9,677,683 35.2 8,685,023 54.9 1,086,377 4.0 576,176

48,733 人 普 通 交 付 税 8,685,023 31.6 8,685,023 54.9 22,259 0.1 22,259 - -

平成28年度 平成29年度 指数等 特 別 交 付 税 992,660 3.6 2,010,257 7.4 1,612,506 1,525,558 9.2

千円 千円 千円 16,761,068 60.9 15,768,408 99.5 - - -

5,397,283 財政再建 過疎 9,727 0.0 9,727 0.1 3,819,985 14.1 541,037

13,566,304 不交付 山村 206,047 0.7 105,963 0.4 80,396 経常収支比率           ％

16,348,272 低開発 工特 613,537 2.2 22,715 0.1 3,630,019 13.4 526,462 91.4

0.40 広域圏 離島 189,784 0.7 20,019 0.1 内 補 助 1,036,767 3.8 37,375

2.2 　近畿(保全区域） 2,141,694 7.8 単 独 2,204,580 8.1 472,606

8.8 - - 県営負担金 388,672 1.5 16,481

6.6 2,082,657 7.6 189,966 0.7 14,575

7.0 133,848 0.5 - - 内 補 助 169,478 0.6 8,590

- 348,453 1.3 訳 訳 単 独 20,488 0.1 5,985 15,208,538

- 985,390 3.6 - - -

6 Ｆ △ 683,987 83,226 14.3 400,906 1.5

7 Ｇ 12,255 21,522 135.6 494,255 1.8 10,060 0.2 18,223,558

8 Ｈ 511,580 502,030 11,487,819 3,137,800 11.4

9 Ｉ 0 0 35,059,059 うち減税補填債特例 - -

10 Ｊ - うち臨時財政対策債 804,400 2.9

2,555,462 27,505,166 100.0 15,830,929 100.0 27,035,036 100.0 18,223,558

職員数 給料月額 改定実施 決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 一般財源等

Ａ　人 Ｂ　千円 年　月　日 (報酬)月額 千円 ％ ％ 千円 ％ 千円

406 128,148 H26.4.1 2,227,428 38.4 2.3 197,111 0.7 197,111

　うち　技能労務職 19 6,045 H26.4.1 個 人 分 1,978,132 34.1 1.8 4,251,833 15.7 2,769,772

14 4,459 H26.4.1 法 人 分 249,296 4.3 6.9 7,129,740 26.4 3,903,707

1 409 H23.4.1 2,984,897 51.5 0.0 1,724,013 6.4 1,280,028

- - H23.4.1 208,598 3.6 2.2 49,453 0.2 48,448

421 133,016 H23.4.1 326,857 5.6 △ 5.6 2,013,324 7.5 654,806

H29.4.1 H23.4.1 - - - 569,334 2.1 274,163

- - - 2,846,731 10.5 2,339,330

- - - 959,288 3.5 807,547

法適用 収支額 職員数 2,830,281 10.5 1,796,688

の有無 千円   の繰入額   千円 人 千円 51,864 0.9 △ 4.9 189,966 0.7 14,575

国民健康保険 無 224,584 6 入 湯 税 51,864 0.9 △ 4.9 4,273,962 15.8 4,137,383

国保（直診） 無 96 4 千円 事 業 所 税 - - - 0 0.0 0

後期高齢者医療 無 20,263 0 都 市 計 画 税 - - - - - -

介護保険 無 100,450 9 世帯 5,799,644 100.0 0.6 27,035,036 100.0 18,223,558

介護サービス 無 0 2 均等割

農業共済 有 333 5 現年課税分 滞納繰越分 合　　計

国民宿舎 有 53,934 9 ％ ％ ％

下水道 有 181,514 16 円 （円）

宅地造成 無 25,033 0

円

円

346,500

98.3 14.6 90.5
549,110

合　　計

固定資産税 98.0 12.8

被 保 険 者 1 人 当 た り 費 用 固 定 資 産 税 1.4／100

88.0
157,721

98.6 18.3 92.6
0 279,018 160,000　150,000　130,000　120,000　50,000

1,877,020
1 世 帯 当 た り 保 険 税 ( 料 ） 調 定 額

法 人 分

均等割
3,000,000　1,750,000　410,000　400,000

市町村民税

被 保 険 者 1 人 当 た り 保 険 税 ( 料 ) 調 定 額 法人税割 9.7／100

徴 収 率

42,685
被 保 険 者 数

人
所得割 標準税率に対する比率　1.0 区　　　分

1,824 13,949

- 前年度繰上充用金

659,768
加 入 世 帯 数

合      計 5,758,751 - 合　　　計

26,574 7,885

- 公 債 費

35,000
普 通 会 計 か ら の 繰 入 額

- 諸 支 出 金

840,063 408,359

教 育 費

収 支 額
目 的 税 - 災 害 復 旧 費

224,584
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営

事

業

の

状

況

事業名
  普通会計から 国 保 会 計 の 状 況

408,359

市
町
村
民
税

個 人 分

3,500円

土 木 費

法 定 外 普 通 税 - 消 防 費
97.4 98.0

特 別 土 地 保 有 税

農 林 水 産 業 費

ラスパイレス指数 

H27.4.1 H28.4.1 議 会 議 員 鉱 産 税 - - 商 工 費

96.7

合    計 316,000 議 会 委 員 長 市 町 村 た ば こ 税 345,260360,000

衛 生 費

臨 時 職 員 - 議 会 副 議 長 軽 自 動 車 税 210,384 労 働 費

450,000

378,000

消 防 職 員 408,578 議 会 議 長 固 定 資 産 税 2,945,711 -

教 育 公 務 員 318,500 教 育 長 214,899 - 民 生 費600,000

議 会 費

318,100 副 市 長 2,042,497 - 総 務 費

850,000

680,000

　100/75  千円 　収入済額　千円

一 般 職 員 315,600 市 長 市 町 村 民 税 2,257,396 -

目 的 別 歳 出

区　　分
1人当たり支給月額

区　　分
1人当たり平均給料　 円

区　　分
　基準税額× 　超過課税分

区　　分
　（Ｂ／Ａ)　　　　　　円

後期高齢者医療 合　　計 合　　　計

一　般　職　員　等 特　別　職　等 市 町 村 税

積 立 金 取 り 崩 し 額 地 方 債 現 在 高 中学校関係

実 質 単 年 度 収 支
△ 160,152 606,778

収 益 事 業 収 入 交通災害共済

　（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ） 債 務 負 担 行 為 額

積 立 金 将 来 負 担 比 率 常備消防 諸 収 入

繰 上 償 還 金 積 立 金 現 在 高 小学校関係 地 方 債

単 年 度 収 支 実 質 公 債 費 比 率 ごみ処理 繰 越 金 一般財源等総額(歳入） 千円

退職手当支給 寄 附 金

連 結 実 質 赤 字 比 率 財産管理 繰 入 金 失業対策事業費

単 年 議員公務災害 財 産 収 入 経常経費充当一般財源    千円

5 実 質 収 支 （ Ｃ － Ｄ ） Ｅ 275,847 359,073
実 質 赤 字 比 率

4 翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源 Ｄ 125,059 111,057
地方債許可
制 限 比 率

実 質 収 支 比 率 国 庫 支 出 金 対策債を経常一般財源

公 債 費 比 率
事務の共同処理の状況

国 有 提 供 交 付 金 から除いた場合　 96.1％）

3 年 平 均 都 道 府 県 支 出 金 災害復旧事業費

財 政 力 指 数 手 数 料
内
訳

(減収補填債･臨時財政

3 歳 入 歳 出 差 引 額 （ Ａ － Ｂ ） Ｃ 400,906 470,130

2 歳 出 総 額 Ｂ 27,994,939 27,035,036
標 準 財 政 規 模 使 用 料 普通建設事業費

交 通 安 全 交 付 金 投 資 的 経 費

基 準 財 政 収 入 額 分 担 金 ･ 負 担 金 う ち 人 件 費
1 歳 入 総 額 Ａ 28,395,845 27,505,166

基 準 財 政 需 要 額

区　　分 区　　分 指定団体等の状況
繰 出 金

小　　　計 前年度繰上充用金

増 加 率 (17/12) 地 方 特 例 交 付 金 補 助 費 等

住
基

H30.1.1 地 方 交 付 税 積 立 金

H29.1.1 投資及び出資金､貸付金

増 加 率 (27/22) 特別地方消費税交付金 物 件 費

増 加 率 (22/17) 軽油･自動車交付金 維 持 補 修 費

元 利 償 還 金

平 成 12 年 地方消費税交付金 一時借入金利子

平 成 7 年 ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金 小　　　計

平 成 27 年 利 子 割 交 付 金 扶 助 費

平 成 22 年

229.01 204.85

配 当 割 交 付 金 公 債 費

平 成 17 年 株式等譲渡所得割交付金

産　業　構　造 地 方 税 人 件 費

人　　口 区　分 地 方 譲 与 税 う ち 職 員 給

平 成 ２ ９ 年 度
282243 歳　           　　入 性  質  別  歳  出

みなみあわじし
区　　　分 区　　　分

決 算 状 況
南あわじ市

面  積


